（第1号様式）

　　年　　月　　日　　
北九州市長 武 内 和 久  様

申請者 住　所　　
                           　　　 　団体名　　
　　　　　　　　　　　　　　　　  　代表者　　　　　　　　　　　　　　　印　

令和６年度北九州市中小企業人材確保支援助成金交付申請書

令和６年度北九州市中小企業人材確保支援助成金について、次のとおり助成金の交付を受けたいので、北九州市中小企業人材確保支援助成金交付要綱第６条の規定により、関係書類を添え、申請します。

記

１　実施する事業の名称

　　　　　

２　事業の着手及び完了の予定期日

　　　着手　　　　　　　　年　　月　　日

　　　完了　　　　　　　　年　　月　　日

３　助成金申請額　　　金　　　　　　　　　円

４　添付書類

（1） 申請団体概要（別紙１）
（2） 事業計画書（別紙２）
（3） 経費明細書（別紙３）
（4） 役員等名簿（別紙４）
（5） 暴力団排除に関する誓約書（別紙５）

（6） その他（構成員名簿、定款又は規約等団体の存立に関する規程、市税の納税証明書〔市税の滞納がないことを証するもの〕（※））
※任意団体等で、市税の課税対象でない場合は、その旨の申告書

申　請　団　体　概　要
	団体名
	

	事務所の

所在地等
	所在地
	

	
	
	

	
	電話番号
	
	FAX
	

	
	E-mail
	

	代表者名
	

	事業責任者
	
	

	事業担当者
	
	

	設立年月
	年　　　　月
	出捐金等
	　　　　　

	設立目的
	

	主な事業内容
	

	構成事業者数
	
	主な業種
	

	団体区分
	□ 中小企業団体　　　□ 一般社団法人・財団法人　　　□ その他の団体

　（共同組合等）


※組合員名簿、会員名簿など、団体を構成する事業者の名簿（名称、代表者名、所在地が記載された
もの）を添付してください
事　業　計　画　書
	団体名
	

	実施事業
	※助成対象は要綱第４条及び要領第４条に該当する事業に限ります
※計画する事業が該当する事業項目に印をつけてください（複数事業組合せ可）
□　若年者や女性等に業界の役割・魅力を伝えるための啓発事業
□　学生、教員等との情報交換のための交流事業

□　働きやすい職場環境づくりのための推進事業

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	事業の目的・
背景・ねらい
	

	事業の内容
	※実施時期、実施場所、対象者、実施体制などできるだけ具体的に記載して
ください



	過去の実績等
	※過去に類似事業の実績などあれば記載してください



	事業の
効果予測・目標
	


※必要に応じて行の追加・削除を行ってください（事業計画書が２頁になっても結構です）
経　費　明　細　書

１　支出

	経費区分
	経費の内訳
	単価（円）
	数量
	金額(円)

	
	
	
	
	

	
	
	　　　　　
	
	　　　　　

	
	
	　　　　　
	
	　　　　　

	
	
	　　　　　　　
	
	　　　　　　

	
	
	　　　　　　
	
	　　　　　　

	合計
	（Ａ）


	助成金交付申請額:（A）×１／２　（千円未満切捨て）

※40万円を超える場合は40万円を上限とする
※助成対象経費は要綱第５条及び要領第５条に定めるものとする
	


２　収入
	項目
	金額（円）
	摘要

	市助成金
	
	

	自己資金
	
	

	借入金
	
	

	その他

（　　　　　　　　　）
	
	

	合計
	
	支出の合計(Ａ)と同額


※必要に応じて行の追加・削除を行ってください（経費明細書が２頁になっても結構です）

役　員　等　名　簿
	役職名
	（フリガナ）

氏　　名
	性別
	生年月日

	
	（　　　　　　　　）


	男

女
	明・大・昭・平

　　年　　月　　日

	
	（　　　　　　　　）


	男

女
	明・大・昭・平

　　年　　月　　日

	
	（　　　　　　　　）


	男

女
	明・大・昭・平

　　年　　月　　日

	
	（　　　　　　　　）


	男

女
	明・大・昭・平

　　年　　月　　日

	
	（　　　　　　　　）


	男

女
	明・大・昭・平

　　年　　月　　日

	
	（　　　　　　　　）


	男

女
	明・大・昭・平

　　年　　月　　日

	
	（　　　　　　　　）


	男

女
	明・大・昭・平

　　年　　月　　日

	
	（　　　　　　　　）


	男

女
	明・大・昭・平

　　年　　月　　日

	
	（　　　　　　　　）


	男

女
	明・大・昭・平

　　年　　月　　日

	
	（　　　　　　　　）


	男

女
	明・大・昭・平

　　年　　月　　日


上記の内容に相違ありません。

また、北九州市中小企業人材確保支援助成金交付要綱第３条に定める要件を確認するため、他の行政機関に上記の情報を提供することに同意します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請団体名　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　
　年　　月　　日　

北九州市長　武内　和久　様
所在地　
団体名　
代表者　　　　　　　　　　　　　　　
暴力団排除に関する誓約書
北九州市中小企業人材確保支援助成金の四市連携申請にあたり、私（役員を含む。）は下記のいずれにも該当しないことを誓約します。また、下記のいずれかに該当することが判明し助成金の交付決定を取り消された場合には、ただちに助成金を返還するとともに、交付決定の取り消しにより損害が生じてもその損害についての賠償請求は行いません。
記
１　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号　以下「暴力団対策法」という。）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）。
２　暴力団対策法第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）。
３　次に掲げる暴力団もしくは暴力団員と密接な関係を有する者。

1 暴力団員が事業主または役員となっている者。
2 実質的に暴力団員がその運営に関与している者。
3 暴力団員であることを知りながら、その者を雇用・使用している者。
4 暴力団員であることを知りながら、その者と下請契約または資材、原材料の購入契約等を締結している者。
5 暴力団（員）に経済上の利益や便宜を供与するなど、暴力団の維持・運営に協力又は関与している者。
6 自らの利益を得る等の目的で、暴力団（員）を利用した者。
7 役員等が、暴力団（員）と社会通念上ふさわしくない交際を有するなど社会的に非難されるべき関係を有している者。
（別紙１）





（別紙２）





（別紙３）





（別紙４）





（別紙５）











